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 総社市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例をここに公布する。 

 

  平成３１年３月２２日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市条例第９号 

 

総社市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２３条第１項の規定に基

づき，次に掲げる教育に関する事務は，市長が管理し，及び執行する。 

(１) スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。 

(２) 文化に関すること。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際，現に効力を有する教育委員会が行った許可等の処分その他の行為又は現に教

育委員会に対して行っている許可等の申請その他の行為で，この条例の施行日以後，条例又はこれに

基づく規則の規定により市長が管理し，及び執行することとなる事務に係るものは，同日以後におい

ては，市長の行った許可等の処分その他の行為又は市長に対して行った許可等の申請その他の行為と

みなす。 

 （総社市事務分掌条例の一部改正） 

３ 総社市事務分掌条例（平成１７年総社市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という。）に対応する同表の

改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動後号」という。）が存在する場合には，当該

移動号を当該移動後号とし，移動号に対応する移動後号が存在しない場合には，当該移動号を削り，

移動後号に対応する移動号が存在しない場合には，当該移動後号（以下「追加号」という。）を加え

る。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号を除く。）を加える。 

改 正 後 改 正 前 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき，市長の権限

に属する事務を分掌させるため，次の部を設け

る。 

総合政策部 

総務部 

市民生活部 

文化スポーツ部 

保健福祉部 

産業部 

建設部 

環境水道部 

（分掌） 

第２条 各部の分掌事務は，次のとおりとする。 

総合政策部及び総務部 略 

  市民生活部 

  

(１) 略 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき，市長の権限

に属する事務を分掌させるため，次の部を設け

る。 

総合政策部 

総務部 

市民生活部 

 

保健福祉部 

産業部 

建設部 

環境水道部 

（分掌） 

第２条 各部の分掌事務は，次のとおりとする。 

総合政策部及び総務部 略 

市民生活部 

(１) そうじゃ吉備路マラソンに関する事項 

(２) 略 



2 

改 正 後 改 正 前 

(２) 略 

(３) 略 

(４) 略 

(５) 略 

(６) 略 

(７) 略 

(８) 略 

文化スポーツ部 

(１) 生涯学習に関する事項 

(２) 文化に関する事項（文化財の保護に関す

ることを除く。） 

(３) スポーツの振興に関する事項（学校にお

ける体育に関することを除く。） 

(４) そうじゃ吉備路マラソンに関する事項 

保健福祉部 略 

産業部 

(１)～(４) 略 

(５) 文化財の保護に関する事項 

(６) 略 

(７) 略 

建設部及び環境水道部 略 

 

(３) 略 

(４) 略 

(５) 略 

(６) 略 

(７) 略 

(８) 略 

(９) 略 

 

 

 

 

 

 

 

保健福祉部 略 

産業部 

(１)～(４) 略 

 

(５) 略 

(６) 略 

建設部及び環境水道部 略 

 

 （総社市総合文化センター条例の一部改正） 

４ 総社市総合文化センター条例（平成１７年総社市条例第１０８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（その他） 

第３条 この条例の施行について必要な事項は，

市長が別に定める。 

 

 

（その他） 

第３条 この条例の施行について必要な事項は，

教育委員会が別に定める。 

 

 （総社市民会館条例の一部改正） 

５ 総社市民会館条例（平成１７年総社市条例第１１０号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正後部分」という。）が存在す

る場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部分が存在しない場

合には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部

分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

 

（使用の許可） 

第２条 会館を使用しようとする者は，あらかじ

め市長に申請し，その許可を受けなければなら

ない。許可された事項を変更しようとするとき

も同様とする。 

（使用の不許可） 

第３条 市長は，次の各号のいずれかに該当する

ときは，会館の使用を許可しない。 

(１)～(４) 略 

(５) 前各号に掲げるもののほか，市長が不適当

と認めるとき。 

 

（使用の許可） 

第２条 会館を使用しようとする者は，あらかじ

め教育委員会に申請し，その許可を受けなけれ

ばならない。許可された事項を変更しようとす

るときも同様とする。 

（使用の不許可） 

第３条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該

当するときは，会館の使用を許可しない。 

(１)～(４) 略 

(５) 前各号に掲げるもののほか，教育委員会が

不適当と認めるとき。 
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改 正 後 改 正 前 

（許可条件） 

第４条 市長は，使用許可をするときにおいて，

必要な条件を付することができる。 

（使用許可の取消し等） 

第５条 市長は，会館の使用の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）が次の各号のいずれか

に該当するときは，その使用許可の条件を変更

し，使用許可を取り消し，又は使用を制限し，

若しくは停止することができる。 

(１)～(４) 略 

(５) その他市長が特に必要と認めるとき。 

 

２ 略 

（使用料の納付） 

第６条 使用者は，別表第１に定める使用料を前

納しなければならない。ただし，市長が特別の

事由があると認めるときは，この限りでない。 

 

２及び３ 略 

４ 市長は，行政上特に必要があると認める場合

は，前３項の使用料を減免することができる。 

 

（使用料の不還付） 

第７条 既納の使用料は，還付しない。ただし，

市長が相当の事由があると認めるときは，その

全部又は一部を還付することができる。 

 

（特別の設備等の設置の承認及び指示） 

第８条 使用者は，次の各号のいずれかに該当す

るときは，使用許可の申請と同時にその旨を申

請して，市長の承認を受けなければならない。 

 

(１)及び(２) 略 

２ 市長は，必要があると認めるときは，使用者

の負担において，特別な設備をさせることがで

きる。 

（原状回復の義務） 

第９条 略 

２ 市長は，使用者が，前項の義務を履行しない

ときは，原状に回復し，これに要した費用を使

用者から徴収する。 

（損害賠償の義務） 

第１０条 使用者は，施設又は附属設備若しくは

器具等を損傷し，又は亡失したときは，市長の

認定に基づいてこれを原形に回復し，又はその

損害を賠償しなければならない。ただし，やむ

を得ない事由があると認めるときは，賠償額を

減額し，又は免除することができる。 

 

（その他） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は，

（許可条件） 

第４条 教育委員会は，使用許可をするときにお

いて，必要な条件を付けることができる。 

（使用許可の取消し等） 

第５条 教育委員会は，会館の使用の許可を受け

た者（以下「使用者」という。）が次の各号の

いずれかに該当するときは，その使用許可の条

件を変更し，使用許可を取り消し，又は使用を

制限し，若しくは停止することができる。 

(１)～(４) 略 

(５) その他教育委員会において必要があると認

めるとき。 

２ 略 

（使用料の納付） 

第６条 使用者は，別表第１に定める使用料を前

納しなければならない。ただし，教育委員会に

おいて特別の事由があると認めるときは，この

限りでない。 

２及び３ 略 

４ 教育委員会は，行政上特に必要があると認め

る場合は，前３項の使用料を減免することがで

きる。 

（使用料の不還付） 

第７条 既納の使用料は，還付しない。ただし，

教育委員会において相当の事由があると認める

ときは，その全部又は一部を還付することがで

きる。 

（特別の設備等の設置の承認及び指示） 

第８条 使用者は，次の各号のいずれかに該当す

るときは，使用許可の申請と同時にその旨を申

請して，教育委員会の承認を受けなければなら

ない。 

(１)及び(２) 略 

２ 教育委員会は，必要があると認めるときは，

使用者の負担において，特別な設備をさせるこ

とができる。 

（原状回復の義務） 

第９条 略 

２ 使用者が，前項の義務を履行しないときは，

教育委員会において原状に回復し，これに要し

た費用を使用者から徴収する。 

（損害賠償の義務） 

第１０条 使用者は，施設又は附属設備若しくは

器具等を損傷し，又は亡失したときは，教育委

員会の認定に基づいてこれを原形に回復し，又

はその損害を賠償しなければならない。ただし，

やむを得ない事由があると認めるときは，賠償

額を減額し，又は免除することができる。 

 

（その他） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は，
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改 正 後 改 正 前 

市長が別に定める。 

 

教育委員会が別に定める。 

 （総社市勤労青少年ホーム条例の一部改正） 

６ 総社市勤労青少年ホーム条例（平成１７年総社市条例第１１１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正後部分」という。）が存在す

る場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部分が存在しない場

合には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部

分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

 

（利用資格者） 

第４条 青少年ホームを利用することができる者

は，本市に住所若しくは居所を有する者で事業

所で働いているもの又は本市に所在する事業所

で働いている者であり，かつ，１５歳以上３０

歳以下の者とする。ただし，市長が特に必要が

あると認めた者は，この限りでない。 

（利用の許可） 

第５条 青少年ホームを利用しようとする者は，

市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は，前項の許可において，青少年ホーム

の管理上必要な範囲で条件を付することができ

る。 

（許可の制限） 

第６条 市長は，次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは，青少年ホームの許可を与えな

いことができる。 

(１)及び(２) 略 

 (３) その他市長が管理上支障があると認めると

き。 

 

（損害賠償の義務） 

第１０条 利用者は，建物若しくは附属設備を損

傷し，又は滅失したときは，市長の定めるとこ

ろに従い，これを原状に回復し，又はその損害

を賠償しなければならない。 

 

（運営委員会） 

第１２条 青少年ホームの運営について，市長の

諮問に応じ調査審議するため，勤労青少年ホー

ム運営委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 

（委員会の組織等） 

第１３条 前条の委員会は，委員１５人以内で組

織し，次に掲げる者の中から市長が任命し，又

は委嘱する。 

(１)～(４) 略 

２～５ 略 

 

（その他） 

 

（利用資格者） 

第４条 青少年ホームを利用することができる者

は，本市に住所若しくは居所を有する者で事業

所で働いているもの又は本市に所在する事業所

で働いている者であり，かつ，１５歳以上３０

歳以下の者とする。ただし，教育委員会が特に

必要があると認めた者は，この限りでない。 

（利用の許可） 

第５条 青少年ホームを利用しようとする者は，

教育委員会の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可には，教育委員会は，青少年ホー

ムの管理上必要な範囲で条件を付することがで

きる。 

（許可の制限） 

第６条 次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは，教育委員会は，青少年ホームの許可を

与えないことができる。 

(１)及び(２) 略 

 (３) その他教育委員会が管理上支障があると認

めるとき。 

 

（損害賠償の義務） 

第１０条 利用者は，建物若しくは附属設備を損

傷し，又は滅失したときは，教育委員会の定め

るところに従い，これを原状に回復し，又はそ

の損害を賠償しなければならない。 

 

（運営委員会） 

第１２条 青少年ホームの運営について，教育委

員会の諮問に応じ調査審議するため，勤労青少

年ホーム運営委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

（委員会の組織等） 

第１３条 前条の委員会は，委員１５人以内で組

織し，次に掲げる者の中から教育委員会が任命

し，又は委嘱する。 

(１)～(４) 略 

２～５ 略 

 

（その他） 
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改 正 後 改 正 前 

第１５条 この条例の施行について必要な事項は，

市長が別に定める。 

 

第１５条 この条例の施行について必要な事項は，

教育委員会が別に定める。 

 

 （総社市スポーツ推進審議会条例の一部改正） 

７ 総社市スポーツ推進審議会条例（平成１７年総社市条例第１１６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）を当該改

正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（任務） 

第２条 審議会は，法第３５条に規定するものの

ほか，市長の諮問に応じて，スポーツの推進に

関する次に掲げる事項について調査審議し，及

びこれらの事項に関して市長に建議する。 

 

(１)～(８) 略 

 

（委員等） 

第４条 審議会の委員は，次に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱する。 

(１)及び(２) 略 

２ 略 

 

 

（任務） 

第２条 審議会は，法第３５条に規定するものの

ほか，教育委員会の諮問に応じて，スポーツの

推進に関する次に掲げる事項について調査審議

し，及びこれらの事項に関して教育委員会に建

議する。 

(１)～(８) 略 

 

（委員等） 

第４条 審議会の委員は，次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱する。 

(１)及び(２) 略 

２ 略 

 

 （総社市文化財保護条例の一部改正） 

８ 総社市文化財保護条例（平成１７年総社市条例第１１７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正後部分」という。）が存在す

る場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部分が存在しない場

合には，当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

 

（指定） 

第３条 市長は，法及び岡山県文化財保護条例に

基づき指定されたものを除き，市内に所在する

文化財のうち，重要なものを市指定重要文化財

に指定することができる。ただし，無形文化財

にあっては，当該市指定文化財の保持者又は保

持団体（無形文化財を保持する者が主たる構成

員となっている団体で，代表の定めのあるもの

をいう。）を認定しなければならない。 

２ 前項の規定による指定をするときは，市長は，

あらかじめ指定しようとする文化財の所有者の

同意を得なければならない。 

３ 前２項の規定による指定をするときは，市長

は，第１０条第１項に規定する文化財保護審議

会に諮問しなければならない。 

４ 略 

（解除） 

第４条 市長は，市指定重要文化財がその価値を

失った場合その他特殊の事由があるときは，そ

の指定を解除することができる。 

 

（指定） 

第３条 教育委員会は，法及び岡山県文化財保護

条例に基づき指定されたものを除き，市内に所

在する文化財のうち，重要なものを市指定重要

文化財に指定することができる。ただし，無形

文化財にあっては，当該市指定文化財の保持者

又は保持団体（無形文化財を保持する者が主た

る構成員となっている団体で，代表の定めのあ

るものをいう。）を認定しなければならない。 

２ 前項の規定による指定をするときは，教育委

員会は，あらかじめ指定しようとする文化財の

所有者の同意を得なければならない。 

３ 前２項の規定による指定をするときは，教育

委員会は，第１０条第１項に規定する文化財保

護審議会に諮問しなければならない。 

４ 略 

（解除） 

第４条 教育委員会は，市指定重要文化財がその

価値を失った場合その他特殊の事由があるとき

は，その指定を解除することができる。 
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改 正 後 改 正 前 

２ 略 

（所有者の管理義務） 

第５条 市指定重要文化財の所有者は，この条例

並びにこれに基づいて別に定める規則及び市長

の指示に従い，市指定重要文化財を管理しなけ

ればならない。 

（届出） 

第６条 市指定重要文化財の所有者は，次の各号

に掲げる場合は，速やかに市長に届け出なけれ

ばならない。 

(１)～(４) 略 

 

（現状変更） 

第８条 市指定重要文化財の現状を変更しようと

するときは，市長の承諾を受けなければならな

い。ただし，その維持の措置をする場合は，こ

の限りでない。 

（標識等の設置） 

第９条 市長は，市指定文化財の保護に関し，標

識，説明板等必要な施設を設置することができ

る。 

（文化財保護審議会） 

第１０条 文化財の保存及び活用に関する重要な

事項を調査し，及びこれらの事項について市長

が諮問するため文化財保護審議会（以下「審議

会」という。）を置く。 

２ 審議会の組織その他必要な事項は，市長が別

に定める。 

（その他） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は，

市長が別に定める。 

 

２ 略 

（所有者の管理義務） 

第５条 市指定重要文化財の所有者は，この条例

並びにこれに基づいて別に定める教育委員会規

則及び教育委員会の指示に従い，市指定重要文

化財を管理しなければならない。 

（届出） 

第６条 市指定重要文化財の所有者は，次の各号

に掲げる場合は，速やかに教育委員会に届け出

なければならない。 

(１)～(４) 略 

 

（現状変更） 

第８条 市指定重要文化財の現状を変更しようと

するときは，教育委員会の承諾を受けなければ

ならない。ただし，その維持の措置をする場合

は，この限りでない。 

（標識等の設置） 

第９条 教育委員会は，市指定文化財の保護に関

し，標識，説明板等必要な施設を設置すること

ができる。 

（文化財保護審議会） 

第１０条 文化財の保存及び活用に関する重要な

事項を調査し，及びこれらの事項について教育

委員会が諮問するため文化財保護審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会の組織その他必要な事項は，教育委員

会が別に定める。 

（その他） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は，

教育委員会が別に定める。 

 

（総社市埋蔵文化財学習の館条例の一部改正） 

９ 総社市埋蔵文化財学習の館条例（平成１７年総社市条例第１１８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）を当該改

正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（利用の制限） 

第５条 市長は，埋文学習の館の管理上支障があ

ると認められる者に対しては，埋文学習の館へ

の入館を拒み，又は退館を命ずることができる。 

 

（損害賠償の義務） 

第６条 入館者は，その責めに帰すべき事由によ

り埋文学習の館の施設，設備及び展示物等を損

傷し，又は滅失したときは，市長の定めるとこ

ろに従い，これを原状に回復し，又はその損害

を賠償しなければならない。 

（その他） 

第７条 この条例に定めるもののほか，必要な事

 

（利用の制限） 

第５条 教育委員会は，埋文学習の館の管理上支

障があると認められる者に対しては，埋文学習

の館への入館を拒み，又は退館を命ずることが

できる。 

（損害賠償の義務） 

第６条 入館者は，その責めに帰すべき事由によ

り埋文学習の館の施設，設備及び展示物等を損

傷し，又は滅失したときは，教育委員会の定め

るところに従い，これを原状に回復し，又はそ

の損害を賠償しなければならない。 

（その他） 

第７条 この条例に定めるもののほか，必要な事
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改 正 後 改 正 前 

項は，市長が別に定める。 

 

項は，教育委員会が別に定める。 

 

 （総社市鬼城山ビジターセンター条例の一部改正） 

１０ 総社市鬼城山ビジターセンター条例（平成１７年総社市条例第１１９号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）を当該改

正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（使用の許可） 

第５条 市長は，第１条の目的の範囲内において，

ビジターセンターの施設を使用させることがで

きる。 

２ ビジターセンター内の規則で定める施設を使

用しようとするときは，市長の許可を受けなけ

ればならない。 

３ 市長は，前項の許可について管理上必要な条

件を付することができる。 

（使用許可の取消し） 

第６条 市長は，前条第２項の規定により使用許

可を受けた者が，次の各号のいずれかに該当す

るときは，その許可を取り消すことができる。 

 

(１)～(３) 略 

（使用の制限） 

第７条 市長は，次の各号のいずれかに該当する

者に対しては，ビジターセンターの使用を拒み，

又は退去を命ずることができる。 

(１)～(５) 略 

 

（損害賠償の義務） 

第９条 使用者は，その責めに帰すべき理由によ

りビジターセンターの施設設備，展示物，表示

物等を損傷し，又は滅失したときは，市長の定

めるところに従い，これを原状に回復し，又は

その損害を賠償しなければならない。ただし，

市長がやむを得ない理由があると認めたときは，

賠償額を減額し，又は免除することができる。 

 

（その他） 

第１０条 この条例に定めるもののほか，必要な

事項は，市長が定める。 

 

 

（使用の許可） 

第５条 教育委員会は，第１条の目的の範囲内に

おいて，ビジターセンターの施設を使用させる

ことができる。 

２ ビジターセンター内の規則で定める施設を使

用しようとするときは，教育委員会の許可を受

けなければならない。 

３ 教育委員会は，前項の許可について管理上必

要な条件を付することができる。 

（使用許可の取消し） 

第６条 教育委員会は，前条第２項の規定により

使用許可を受けた者が，次の各号のいずれかに

該当するときは，その許可を取り消すことがで

きる。 

(１)～(３) 略 

（使用の制限） 

第７条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該

当する者に対しては，ビジターセンターの使用

を拒み，又は退去を命ずることができる。 

(１)～(５) 略 

 

（損害賠償の義務） 

第９条 使用者は，その責めに帰すべき理由によ

りビジターセンターの施設設備，展示物，表示

物等を損傷し，又は滅失したときは，教育委員

会の定めるところに従い，これを原状に回復し，

又はその損害を賠償しなければならない。ただ

し，教育委員会がやむを得ない理由があると認

めたときは，賠償額を減額し，又は免除するこ

とができる。 

（その他） 

第１０条 この条例に定めるもののほか，必要な

事項は，教育委員会が定める。 

 

 （総社市体育施設条例の一部改正） 

１１ 総社市体育施設条例（平成２０年総社市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）を当該改

正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（指定管理者による管理） 

第３条 体育施設の管理は，地方自治法(昭和２

 

（指定管理者による管理） 

第３条 体育施設の管理は，地方自治法(昭和２
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改 正 後 改 正 前 

２年法律第６７号)第２４４条の２第３項の規

定により，法人その他の団体であって，市長が

指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に行わせることができる。 

 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は，次に掲げる業務を行うも

のとする。 

(１)～(５) 略 

 (６) 前５号に掲げるもののほか，体育施設の管

理運営に関する業務のうち，市長の権限に属

する事務を除き，市長が必要と認める業務 

 

（指定管理者の権限） 

第６条 指定管理者は，指定が効力を有する間，

第９条から第１１条まで，第１３条，第１５条，

第１７条第１項及び第１８条第１項に規定する

市長の権限を行うものとする。ただし，地方自

治法第２４４条の２第１１項の規定により，管

理の業務の全部又は一部の停止を命ぜられた期

間における当該停止を命ぜられた業務に係るも

のを除く。 

（休館日） 

第７条 体育施設の休館日は，次のとおりとする。

ただし，指定管理者は，管理運営上必要がある

と認めるときは，市長の承認を得て体育施設の

休館日を定めることができる。 

(１)及び(２) 略 

（開館時間） 

第８条 略 

２ 略 

３ 前２項の規定は，市長が特に必要と認めたと

きは，この限りでない。 

（使用の許可） 

第９条 体育施設を使用しようとする者は，あら

かじめ市長の許可を受けなければならない。許

可を受けた事項を変更しようとするときも，ま

た同様とする。 

２ 市長は，前項の許可を与える場合において，

体育施設の管理運営上必要があるときは，その

使用について条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第１０条 市長は，次の各号のいずれかに該当す

るときは，体育施設の使用を許可しない。 

(１)～(３) 略 

（使用料） 

第１１条 使用者は，使用料として利用方法の区

分に従い，別表第１から別表第８までに定める

金額を前納しなければならない。ただし，市長

が納期を定めたときは，この限りではない。 

 

２年法律第６７号)第２４４条の２第３項の規

定により，法人その他の団体であって，教育委

員会が指定するもの（以下「指定管理者」とい

う。）に行わせることができる。 

 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は，次に掲げる業務を行うも

のとする。 

(１)～(５) 略 

 (６) 前５号に掲げるもののほか，体育施設の管

理運営に関する業務のうち，教育委員会の権

限に属する事務を除き，教育委員会が必要と

認める業務 

（指定管理者の権限） 

第６条 指定管理者は，指定が効力を有する間，

第９条から第１１条まで，第１３条，第１５条，

第１７条第１項及び第１８条第１項に規定する

教育委員会の権限を行うものとする。ただし，

地方自治法第２４４条の２第１１項の規定によ

り，管理の業務の全部又は一部の停止を命ぜら

れた期間における当該停止を命ぜられた業務に

係るものを除く。 

（休館日） 

第７条 体育施設の休館日は，次のとおりとする。

ただし，指定管理者は，管理運営上必要がある

と認めるときは，教育委員会の承認を得て体育

施設の休館日を定めることができる。 

(１)及び(２) 略 

（開館時間） 

第８条 略 

２ 略 

３ 前２項の規定は，教育委員会において特に必

要と認めたときは，この限りでない。 

（使用の許可） 

第９条 体育施設を使用しようとする者は，あら

かじめ教育委員会の許可を受けなければならな

い。許可を受けた事項を変更しようとするとき

も，また同様とする。 

２ 教育委員会は，前項の許可を与える場合にお

いて，体育施設の管理運営上必要があるときは，

その使用について条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第１０条 教育委員会は，次の各号のいずれかに

該当するときは，体育施設の使用を許可しない。 

(１)～(３) 略 

（使用料） 

第１１条 使用者は，使用料として利用方法の区

分に従い，別表第１から別表第８までに定める

金額を前納しなければならない。ただし，教育

委員会が納期を定めたときは，この限りではな

い。 
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改 正 後 改 正 前 

２及び３ 略 

４ 既納の使用料は還付しない。ただし，許可を

受けたものの責めに帰することのできない理由

により使用ができなくなったとき，又は市長が

特に必要と認めたときは，その全部又は一部を

還付することができる。 

 

（使用料の減免） 

第１３条 市長は，公共又は公益の目的で使用す

るとき，又はその他特に必要があると認めたと

きは，第１１条の使用料を減免することができ

る。 

（設備の変更） 

第１４条 使用者は，市長の許可なく特別の設備

を施し，又は既設の設備を変更してはならない。 

 

（入場の制限） 

第１５条 市長は，次の各号のいずれかに該当す

るものに対して，入場を拒否し，又は退場を命

ずることができる。 

(１)～(４) 略 

 

（使用許可の取り消し等） 

第１７条 市長は，次の各号のいずれかに該当す

るときは，使用の許可を取り消し，若しくは使

用を停止し，又は制限することができる。 

(１)～(３) 略 

２ 略 

（原状回復の義務） 

第１８条 使用者は，体育施設の使用を終わった

とき，若しくは使用を停止されたとき，又は使

用の許可を取り消されたときは，市長の指示に

従って直ちに原状に復さなければならない。 

 

２ 略 

（損害賠償） 

第１９条 施設をき損し，又は滅失した者は，市

長の指示に従って，その損害を賠償しなければ

ならない。 

（その他） 

第２０条 この条例の施行について必要な事項は，

市長が別に定める。 

 

別表第８（第１１条関係） 

その他使用料表 

 
 

種 別 使用料 

売店等の設置 １件につき年60,000円

以内で市長が定める額 

 

広告物の掲示 市長が定める額 

その他の目的外使用 市長が定める額 

２及び３ 略 

４ 既納の使用料は還付しない。ただし，許可を

受けたものの責めに帰することのできない理由

により使用ができなくなったとき，又は教育委

員会が特に必要と認めたときは，その全部又は

一部を還付することができる。 

 

（使用料の減免） 

第１３条 教育委員会は，公共又は公益の目的で

使用するとき，又はその他特に必要があると認

めたときは，第１１条の使用料を減免すること

ができる。 

（設備の変更） 

第１４条 使用者は，教育委員会の許可なく特別

の設備を施し，又は既設の設備を変更してはな

らない。 

（入場の制限） 

第１５条 教育委員会は，次の各号のいずれかに

該当するものに対して，入場を拒否し，又は退

場を命ずることができる。 

(１)～(４) 略 

 

（使用許可の取り消し等） 

第１７条 教育委員会は，次の各号のいずれかに

該当するときは，使用の許可を取り消し，若し

くは使用を停止し，又は制限することができる。 

(１)～(３) 略 

２ 略 

（原状回復の義務） 

第１８条 使用者は，体育施設の使用を終わった

とき，若しくは使用を停止されたとき，又は使

用の許可を取り消されたときは，教育委員会の

指示に従って直ちに原状に復さなければならな

い。 

２ 略 

（損害賠償） 

第１９条 施設をき損し，又は滅失した者は，教

育委員会の指示にしたがって，その損害を賠償

しなければならない。 

（その他） 

第２０条 この条例の施行について必要な事項は，

教育委員会が別に定める。 

 

別表第８（第１１条関係） 

その他使用料表 

 
 

種 別 使用料 

売店等の設置 １件につき年60,000円

以内で教育委員会が定

める額 

広告物の掲示 教育委員会が定める額 

その他の目的外使用 教育委員会が定める額 
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 （総社市総社吉備路文化館条例の一部改正） 

１２ 総社市総社吉備路文化館条例（平成２５年総社市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）を当該改

正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（指定管理者による管理） 

第４条 文化館の管理は，地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

により，法人その他の団体であって，市長が指

定するもの（以下「指定管理者」という。）に

行わせることができる。 

 

（指定管理者の権限） 

第７条 指定管理者は，指定が効力を有する間，

第９条から第１２条まで，第１４条，第１６条

第１項及び第１７条に規定する市長の権限を行

うものとする。ただし，地方自治法第２４４条

の２第１１項の規定により，管理の業務の全部

又は一部の停止を命ぜられた期間における当該

停止を命ぜられた業務に係るものを除く。 

（開館時間及び休館日） 

第８条 文化館の開館時間及び休館日は，次のと

おりとする。ただし，市長が必要と認めるとき

は，変更することができる。 

(１)及び(２) 略 

２ 指定管理者は，特に必要があると認めるとき

は，前項の規定に関わらず，市長の承認を得て，

開館時間若しくは休館日を変更し，又は臨時に

休館することができる。 

（使用の許可） 

第９条 文化館を使用しようとする者（以下「使

用者」という。）は，あらかじめ市長の許可を

受けなければならない。許可を受けた事項を変

更しようとするときも，また同様とする。 

２ 市長は，前項の許可を与える場合において，

文化館の管理運営上必要があるときは，その使

用について条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第１０条 市長は，次の各号のいずれかに該当す

るときは，文化館の使用を許可しない。 

(１)～(３) 略 

２ 略 

３ 前項の規定は，市長が特に必要と認めたとき

は，この限りでない。 

（使用料） 

第１１条 略 

２ 市長は，施設の管理を第４条の規定により指

定管理者に行わせる場合において適当と認める

ときは，指定管理者に施設等の使用料を当該指

定管理者の収入として収受させることができる。 

 

 

（指定管理者による管理） 

第４条 文化館の管理は，地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

により，法人その他の団体であって，教育委員

会が指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に行わせることができる。 

 

（指定管理者の権限） 

第７条 指定管理者は，指定が効力を有する間，

第９条から第１２条まで，第１４条，第１６条

第１項及び第１７条に規定する教育委員会の権

限を行うものとする。ただし，地方自治法第２

４４条の２第１１項の規定により，管理の業務

の全部又は一部の停止を命ぜられた期間におけ

る当該停止を命ぜられた業務に係るものを除く。 

（開館時間及び休館日） 

第８条 文化館の開館時間及び休館日は，次のと

おりとする。ただし，教育委員会が必要と認め

るときは，変更することができる。 

(１)及び(２) 略 

２ 指定管理者は，特に必要があると認めるとき

は，前項の規定に関わらず，教育委員会の承認

を得て，開館時間若しくは休館日を変更し，又

は臨時に休館することができる。 

（使用の許可） 

第９条 文化館を使用しようとする者（以下「使

用者」という。）は，あらかじめ教育委員会の

許可を受けなければならない。許可を受けた事

項を変更しようとするときも，また同様とする。 

２ 教育委員会は，前項の許可を与える場合にお

いて，文化館の管理運営上必要があるときは，

その使用について条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第１０条 教育委員会は，次の各号のいずれかに

該当するときは，文化館の使用を許可しない。 

(１)～(３) 略 

２ 略 

３ 前項の規定は，教育委員会において特に必要

と認めたときは，この限りでない。 

（使用料） 

第１１条 略 

２ 教育委員会は，施設の管理を第４条の規定に

より指定管理者に行わせる場合において適当と

認めるときは，指定管理者に施設等の使用料を

当該指定管理者の収入として収受させることが

できる。 
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改 正 後 改 正 前 

３ 施設使用料は前納しなければならない。ただ

し，市長が納期を定めたときは，この限りでな

い。 

４ 既納の使用料は還付しない。ただし，許可を

受けたものの責めに帰することのできない理由

により使用ができなくなったとき，又は市長が

特に必要と認めたときは，その全部又は一部を

還付することができる。 

（使用料の減免） 

第１２条 市長は，公共若しくは公益の目的で使

用するとき又はその他特に必要があると認めた

ときは，前条の使用料を減免することができる。 

 

（設備の変更） 

第１３条 使用者は，市長の許可なく特別の設備

を施し，又は既設の設備を変更してはならない。 

 

（入館の制限） 

第１４条 市長は，次の各号のいずれかに該当す

るものに対して，入館を拒否し，又は退場を命

ずることができる。 

(１)～(５) 略 

 

（使用許可の取り消し等） 

第１６条 市長は，次の各号のいずれかに該当す

るときは，使用の許可を取消し，若しくは使用

を停止し，又は制限することができる。 

(１)～(３) 略 

２ 略 

（原状回復の義務） 

第１７条 使用者は，文化館の使用を終えたとき

又は使用を停止されたとき若しくは使用の許可

を取り消されたときは，市長の指示に従って直

ちに原状に復さなければならない。 

（損害賠償） 

第１８条 施設を破損し，又は滅失した者は，市

長の指示に従って，その損害を賠償しなければ

ならない。 

（その他） 

第１９条 この条例の施行について必要な事項は，

市長が別に定める。 

 

３ 施設使用料は前納しなければならない。ただ

し，教育委員会が納期を定めたときは，この限

りでない。 

４ 既納の使用料は還付しない。ただし，許可を

受けたものの責めに帰することのできない理由

により使用ができなくなったとき，又は教育委

員会が特に必要と認めたときは，その全部又は

一部を還付することができる。 

（使用料の減免） 

第１２条 教育委員会は，公共若しくは公益の目

的で使用するとき又はその他特に必要があると

認めたときは，前条の使用料を減免することが

できる。 

（設備の変更） 

第１３条 使用者は，教育委員会の許可なく特別

の設備を施し，又は既設の設備を変更してはな

らない。 

（入館の制限） 

第１４条 教育委員会は，次の各号のいずれかに

該当するものに対して，入館を拒否し，又は退

場を命ずることができる。 

(１)～(５) 略 

 

（使用許可の取り消し等） 

第１６条 教育委員会は，次の各号のいずれかに

該当するときは，使用の許可を取消し，若しく

は使用を停止し，又は制限することができる。 

(１)～(３) 略 

２ 略 

（原状回復の義務） 

第１７条 使用者は，文化館の使用を終えたとき

又は使用を停止されたとき若しくは使用の許可

を取り消されたときは，教育委員会の指示に従

って直ちに原状に復さなければならない。 

（損害賠償） 

第１８条 施設を破損し，又は滅失した者は，教

育委員会の指示にしたがって，その損害を賠償

しなければならない。 

（その他） 

第１９条 この条例の施行について必要な事項は，

教育委員会が別に定める。 

 

 （総社市文化芸術会議条例の一部改正） 

１３ 総社市文化芸術会議条例（平成２８年総社市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（所掌事務） 

第２条 会議は，市長の諮問に応じ，本市の文化

芸術に関する事項について調査及び審議をする。 

 

（所掌事務） 

第２条 会議は，教育委員会の諮問に応じ，本市

の文化芸術に関する事項について調査及び審議
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改 正 後 改 正 前 

 

（組織） 

第３条 略 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱

する。 

(１)及び(２) 略 

 (３) その他市長が適当と認める者 

３ 市長は，特に必要がある場合は，第１項に定

める定数を超えて，臨時に委員を委嘱すること

ができる。 

 

（会議） 

第６条 会議は，市長が招集する。 

２及び３ 略 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は，文化スポーツ部において

行う。 

（その他） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は，

市長が別に定める。 

 

をする。 

（組織） 

第３条 略 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから教育委員会

が委嘱する。 

(１)及び(２) 略 

 (３) その他教育委員会が適当と認める者 

３ 教育委員会は，特に必要がある場合は，第１

項に定める定数を超えて，臨時に委員を委嘱す

ることができる。 

 

（会議） 

第６条 会議は，教育委員会が招集する。 

２及び３ 略 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は，教育委員会において行う。 

 

（その他） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は，

教育委員会が別に定める。 

 

 


